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川崎市建築基準条例の
一部改正に伴うパブリックコメントの実施について
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資料１



１ パブリックコメント実施の概要

川崎市では、建築基準法第40条及び第43条第３項等の規定に基づき、
地域の特性に応じて法令の規定に制限を付加すること等を目的として、
川崎市建築基準条例（以下「条例」という。）を定めています。
今回、条例第６条第２項における許可手続を不要とするため、条例

の一部を改正することについて、パブリックコメントを実施します。
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建築基準法（法第４３条第１項） 川崎市建築基準条例（条例第６条第２項）

敷地 敷地建物（戸建て住宅2F） 建物（戸建て住宅3F）

建物

道路

４ｍ以上

建物

道路

２ｍ以上

道路に２ｍ以上
接していれば建築可能

３階建て以上の建物は道路に
４ｍ以上接していれば建築可能

災害時の避難及び
消防活動を支障なく
行えるよう規制強化

２ 条例第６条第２項の概要
（１）条例による制限の強化
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条例第６条第２項に適合する場合（接道⾧さ４ｍ以上） 条例第６条第２項本文に適合しない場合（接道⾧さ４ｍ未満）

敷地 敷地消防活動イメージ（道路から） 消防活動イメージ（道路から）

建物

道路

４ｍ以上

確認申請のみで建築できる場合 市の許可を取得して建築する場合（例外）

建物

道路

４ｍ未満
(２ｍ以上) バルコニー

消防活動スペ
ースを確保

避難はしご等
バルコニー
から地上へ

原則は接道⾧さが４ｍ以上必要だが、物理的に確保できない敷地形状の場合は、バルコニー及び
避難はしご等建物側で避難を円滑にする措置を行うことにより、例外的に市が許可し、接道⾧さ
４ｍ未満でも建築することが可能となる

２ 条例第６条第２項の概要
（２）許可の概要（３階建て住宅の事例）

非常用進入口

（法で義務付け）
非常用進入口

（法で義務付け）
※消防隊が進入するために
３階以上の各階に設ける窓

※

許可基準

緊急車両の
進入が困難
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○許可件数は年間３００件程度で３階建て住宅の比率が９割以上
（直近５年では、市内３階建て住宅のうち約２割にも及ぶ件数が許可を取得）

○例外的な措置（許可）が実態として一般化している。
○建築基準法の改正（R7.4月）により、省エネ性能（断熱性能やエネル
ギー消費量）などの法適合の確認項目が増え、設計業務や手続の複
雑化により建築主・設計者の負担が増大している。

許可基準の内容を条例に反映（許可制ではなく条例本文に規定）し、許可を不
要とすることにより、建物の安全性を担保したまま、手続のみ合理化する。本
改正により建築主等への負担を軽減し、建築にかかる手続期間の短縮や手続窓
口の一本化などによる市民サービス向上を図ることができる。

３ 条例改正の背景
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４ 条例の改正内容

第６条
２ 地階を除く階数が３以上の建築物の敷地は、道路（法第43条第２項各
号の規定により国土交通省令で定める基準に適合する建物で、市⾧が認定又
は許可したものにあっては、当該認定又は許可に係る当該基準に定める空地、
道又は通路を含む。第８条において同じ。）に４メートル以上接しなければ
ならない。ただし、市⾧が敷地の形状又は建築物の規模、構造及び設備によ
り安全上支障がないと認めて許可したときは、この限りでない。

現行の許可基準を条例本文に規定

3階以上の外壁面には、道路に有効かつ直接面した位置に開口部を設け、
その前面に避難施設（はしご等）を有する奥行き0.9メートル以上、⾧さ
1.8メートル以上のバルコニーを設けること。

現在の条文

許可手続を不要とする

許可基準の主な規定
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５ スケジュール
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川崎市では、建築基準法第40条及び第43条第３項等の規定に基づ
き、地域の特性に応じて法令の規定に制限を付加すること等を目的と
して、川崎市建築基準条例（以下「条例」という。）を定めています。
今回、条例第６条第２項における許可手続を不要とするため、条例

の一部を改正することについて、パブリックコメントを実施します。

⇒ 裏面に続きます

１ パブリックコメント実施の概要

２ 条例第６条第２項の概要
（１）条例による制限の強化
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資料２



５ 今後のスケジュール

（２）許可の概要（３階建て住宅の事例） ４ 条例の改正内容

３ 条例改正の背景
○許可件数は年間３００件程度で３階建て住宅の比率が９割以上
（直近５年では、市内３階建て住宅のうち約２割にも及ぶ件数が許可を取得）

○例外的な措置（許可）が実態として一般化している。
○建築基準法の改正（R7.4月）により、省エネ性能（断熱性能やエネル
ギー消費量）などの法適合の確認項目が増え、設計業務や手続の複雑
化により建築主・設計者の負担が増大している。

許可基準の内容を条例に反映（許可制ではなく条例本文に規定）し、許
可を不要とすることにより、建物の安全性を担保したまま、手続のみ合
理化する。本改正により建築主等への負担を軽減し、建築にかかる手続
期間の短縮や手続窓口の一本化などによる市民サービス向上を図ること
ができる。

⇒現行の許可基準については別紙をご確認ください。なお、本改正に伴い、
「川崎市建築基準条例及び同解説」についても改定を行います。
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11

別紙
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